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１．判決の要約

（１） 事件番号：知財高裁 平成 23 年(行ケ)第 10228 号

（２） 判決言渡日：平成 24 年 6 月 13 日（請求認容）

（３） 原告：ニュアンス コミュニケーションズ オー

ストリア ゲーエムベーハー

（４） 被告：特許庁長官

（５） 発明の名称：「編集中における音声カーソルと

テキストカーソルの位置合わせ」

（６） 出願：特願 2002-578284 号

（７） 審判：不服 2008-23615 号

（８） 事件内容：本件出願に係る発明が，引用文献に

記載の発明に対して進歩性を有するかが争われた。

２．事案の概要

本件は，甲 1号証（特開平 2− 163819 号公報，以下

甲 1）および甲 2号証（特開昭 62 − 212870 号公報，以

下甲 2）に基づいて，本願発明を進歩性なしとした原

審決に対する審決取消訴訟である。裁判所は，請求を

認め，原審決を取り消した。

３．本願発明の内容

本願発明の請求項は以下の通りである。

【請求項１】

音声情報から音声認識装置によって認識された認識

テキスト情報の誤ったワードを訂正する訂正装置で

あって，

前記音声認識装置は，前記認識テキスト情報の各

ワードにおいて，該ワードが前記音声認識装置により

認識された前記音声情報の部分をマークするリンク情

報を構成し，

当該訂正装置は，前記音声情報と，前記係る認識テ

キスト情報と，前記リンク情報とを受信するよう構成

され，

当該訂正装置は，表示手段に表示される前記認識テ

キスト情報の誤ったワードにテキストカーソルを配置

及び表示し，ユーザにより入力された編集情報に従っ

て前記誤ったワードを編集するテキスト編集手段と，

前記音声情報の音声再生が実行され，該音声再生中

にちょうど再生されているワードに対応し，前記リン

ク情報によりマークされている前記認識テキスト情報

のワードが該ワードにおいて音声カーソルを表示する

ことにより連動してマークされる当該訂正装置の連動

再生モードを実行する連動再生手段と，

前記テキストカーソルと前記音声カーソルとを同じ

位置又は所定の距離だけ離間した位置に配置するた

め，前記表示されたテキストカーソルを前記表示され

た音声カーソルに，あるいは前記表示された音声カー

ソルを前記表示されたテキストカーソルに連動させる

カーソル連動手段と，

からなることを特徴とする訂正装置。

（下線部筆者。図 1 中，TC はテキストカーソル，AC

は音声カーソル，TI はテキスト情報）

本願発明に係る訂正装置は，「音声認識によって入

力されたテキストを，より少ない作業量で修正する」

という課題を解決するために，（1）音声を再生しなが

ら，再生中の音声に対応するカーソル（音声カーソル）

をテキスト中に表示し，（2）音声カーソルと連動して

移動する編集用のカーソル（テキストカーソル）を，

音声カーソルとは別個に表示するという手段を採用し
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た。これにより装置の利用者は，再生された音声を聞

きながらテキストのチェックを行い，誤認識に気付い

た場合に，修正対象のワードに迅速にテキストカーソ

ルを合わせることができる。

４．引用発明の概要

甲 1および甲 2にて引用された発明は，いずれも音

声認識によって入力されたテキストを修正する装置に

係る発明であり，その概要は以下の通りである。

甲 1には，記憶された音声を連続して再生すると同

時に，対応するワードを表示装置上でカーソルによっ

て強調表示し，必要に応じて，表示装置上に表示した

カーソルにより強調された言語を訂正することができ

るテキスト処理装置が記載されている。当該文献に

は，読み上げ中のテキストに対応する部分が画面上で

強調表示され，必要に応じて訂正可能である旨が記載

されているが，編集用のカーソルが別個に表示される

ことは記載されていない。

また，甲 2 には，文章の読み上げが進むにつれ，

データ入力可能位置指標によって読み上げ位置が指示

される文章読み上げ校正装置が記載されている。当該

指標は，本来データ入力可能位置を指示するために用

いられているものであり，ディスプレイ画面上のデー

タ入力可能位置指標は，文章の表記列上を同期して走

査してゆき，停止指示キーによる停止指示があった場

合に，少し戻されて停止する。すなわち，当該文献に

は，音声の再生中において，表示中のカーソルが読み

上げ位置を示すカーソルとして働き，停止指示がなさ

れた後に，当該カーソルが編集用のカーソルに役割を

変えることが記載されている。

５．原審決の判断

原審決では，甲 1に記載の訂正装置について，音声

カーソルと同じ位置で連動するテキストカーソル，あ

るいはテキストカーソルと同じ位置で連動する音声

カーソルを有しており，本願発明と同様に，「表示され

たテキストカーソルを前記表示された音声カーソル

に，あるいは前記表示された音声カーソルを前記表示

されたテキストカーソルに連動させるカーソル連動手

段を有している」と認定した。

また，甲 2に記載の装置について，「音声カーソルが

テキストカーソルを兼ねることが記載されており，停

止指示がなされると所定の距離だけ離間して両カーソ

ルが位置することが記載されている」と認定した。

そのうえで，甲 1発明において，「テキストカーソル

と前記音声カーソルとを同じ位置又は所定の距離だけ

離間した位置に配置するため，前記表示されたテキス

トカーソルを前記表示された音声カーソルに，あるい

は前記表示された音声カーソルを前記表示されたテキ

ストカーソルに連動させるカーソル連動手段を設ける

ようにすることは当業者が容易になし得ることであ

る」と判断した。

６．裁判所の判断

裁判所は，本願発明の認定において，「テキストカー

ソル」と「音声カーソル」とは，それぞれ，「テキスト

編集手段」及び「連動再生手段」という異なる構成に

より配置及び表示されるものと認められるから，両者

は別個のものとして配置及び表示されるものと解する

のが合理的であると判断した。

また，甲 1発明について，「音響的に再生されている

言語が表示装置上に強調表示され，この強調表示され

た言語に，音声認識の検出誤りを発見した場合に，操

作者がこの強調表示された言語を訂正できるのであっ

て，甲 1の記載からは，音響的に再生されている言語

の強調表示とは別に，表示画面上の検出誤りがある言

語にカーソルが配置及び表示され，この言語を操作者

が訂正できるとは認められない」と判断した。

そして，「ワードを強調するカーソル」は，本願発明

の「音声カーソル」に相当すると認められるが，誤っ
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たワードを編集する，本願発明の「テキストカーソル」

に相当するとは認められないとし，原審決の相違点の

判断における「甲 1発明の訂正装置は，音声カーソル

と同じ位置で連動するテキストカーソル，あるいはテ

キストカーソルと同じ位置で連動する音声カーソルを

有している」との認定には誤りがあると判断した。

また，甲 2発明の認定においては，「単一のカーソル

を備え，このカーソルの機能を，本願発明における

「音声カーソル」としての機能と「テキストカーソル」

としての機能とに選択的に切り替えるものであり，読

み上げ中の表記位置を示すカーソルが別に表示される

とは認められない」と判断した。

また，これらの判断に基づき，「音響的に再生されて

いる言語の強調表示とは別に，表示画面上の検出誤り

がある言語にカーソルが配置及び表示されない甲 1発

明と，単一のカーソルを備え，このカーソルの機能を，

本願発明における「音声カーソル」としての機能と

「テキストカーソル」としての機能とに選択的に切り

替える甲 2発明とからは・・・本願発明の構成とする

ことを，当業者が容易に想到し得たとは認められな

い」との結論を下した。

７．考察

原審決では，音声カーソルとテキストカーソルが同

一のカーソルとして表示される例を引いて拒絶を維持

している。いわば，単純にクレームの文言に基づいて

構成要件を判断していると言えるが，判決では，「音声

再生位置を表す音声カーソルと，編集位置を表すテキ

ストカーソルが個々の機能ブロックに基づいた別個の

ものである」とまず認定したうえで比較を行っている。

この手法は，本願発明および引例発明の課題や解決

手段などを十分に考慮したうえで発明の対比を行うべ

きという近年の流れに合致するものであり，評価でき

る判決であると考える。

ソフトウェア関連発明の明細書においては，イン

プットとアウトプットを意識して実施形態を記載する

ことは多いが，それを実現するための手段や機能ブ

ロックの記載については必ずしも深く考慮しないこと

も多い。実施形態の記載において，課題や解決手段を

適切に把握したうえで，従来技術との相違点が読み取

れるような工夫をしておくことは，進歩性の主張がし

やすくなるという点において非常に有効だと考える。

以上

(原稿受領 2013. 11. 14)
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